
特集担い手の確保・育成，魅力ある職場づくり

1.　はじめに

ジェンダー主流化とは，1995 年の第 4 回国連
世界女性会議における北京宣言で打ち出された概
念である。日本では，第 5 次男女共同参画基本計
画（令和 2 年 12 月 25 日閣議決定）において，「あ
らゆる分野でのジェンダー平等を達成するため，
全ての政策，施策及び事業について，ジェンダー
の視点を取り込むこと」と定義している。単なる
女性支援策ではなく，構造的に存在する不平等の
是正を目指す包括的なアプローチでありプロセス
である。なお，ここでいうジェンダーとは社会
的，文化的につくられる性別のことであり，身体
的な特徴による性別とは区別して用いられる。

ジェンダー主流化は，国際的にも広く推進され
ており，欧州をはじめとする多くの国々では，都
市計画や交通政策にジェンダーの視点を取り入れ
る取組が進んでいる。例えば，オーストリア・ウ
ィーン市では，女性の移動パターンや安全性に配
慮した都市設計が実施されている。

日常生活と密接する国土交通分野では，ジェン
ダー視点の欠如が，日常生活における不平等や不
便を生み出している可能性があるのではないかと
考えられる。こうした状況の背景には，誰もが無
意識のうちに抱いてしまうアンコンシャス・バイ

アス（無意識の思い込み）があり，結果としてジ
ェンダーに配慮した施策が見過ごされてきた可能
性がある。

だからこそ，人々の暮らしに直結する行政を担
う国土交通省において，ジェンダーに丁寧に向き
合い，ジェンダー主流化を着実に推進していくこ
とが求められている。

また，令和 7 年 6 月に閣議決定された「地方創
生 2.0 基本構想」では，若者や女性に選ばれる地
域づくりを目指すとしている。その実現に向け
て，アンコンシャス・バイアスの解消を含む意識
改革や魅力ある職場環境の整備が重視されている
が，これらを効果的に進めるためには，ジェンダ
ーの視点を政策や事業に組み込むことが不可欠で
ある。

2.　国土交通分野における課題

建設業界を含む国土交通分野は現業部門を有す
る業界が多いことも影響し，女性の就業者比率は
全産業の平均と比較して低い水準にとどまってい
る（図－ 1）。さらに，意思決定層における女性
の割合は一層低く，構造的な問題が存在している。

この構造的問題は，担い手である女性にとって
働きづらい環境を生み出し，その結果，男女で異
なる課題やニーズを踏まえたジェンダー目線のサ
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ービスが充分に提供されていない可能性がある。

3.　これまでの国土交通省の取組

先に述べた問題意識を踏まえ，国土交通省の取
組を紹介する。

まず，令和 6 年 7 月には「ジェンダーと交通」
セミナーを開催した。本セミナーでは，国際交通
フォーラム（ITF）の協力の下，交通分野におけ
るジェンダー主流化に関する国際的な議論を紹介
したほか，日本航空（株），WILLER（株），東日
本旅客鉄道（株）から具体的な取組事例の共有が
あった。

同年 11 月以降，国土交通本省の若手・中堅女
性職員 22 名からなる懇談会を計 7 回実施し，公
共交通やまちづくり等に関するアイデアについて
自由な意見交換を行い，最終回ではアイデア・意
見一覧を取りまとめた文書を中野国土交通大臣

（当時）に手交した（図－ 2）。
また，各地方運輸局においては交通・観光分野

等に従事する女性の従業員・経営者を招いて地方
運輸局長等による座談会を開催し，女性活躍や各
事業において女性や子ども連れ利用者へのサービ
スの提供などについて意見交換を行った（図－ 3）。

これらの取組を経て，令和 7 年 5 月に国土交通
大臣を本部長とする「国土交通省ジェンダー主流
化推進本部」を設置し，省を挙げてジェンダー主
流化に取り組む体制を整えた。推進本部は国土交
通省幹部，各部局の局長級から構成されている

（写真－ 1）。
5 月に開催した第 1 回推進本部においては，今

後，次の 4 点を進めていくこととした。
①　職員研修：国土交通省職員を対象に，ジェン

図－ 1　国土交通分野における女性就業者比率
（出典：国勢調査）

図－ 2　若手・中堅女性職員による懇談会

図－ 3　地方運輸局長による座談会

写真－ 1　 第 1回「国土交通省ジェンダー主流化推進
本部」の様子
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ダー主流化の理解を深める研修を実施
②　関連データの収集・分析：男女別データの取

得を起点とし，課題の可視化と政策・事業への
反映を目指す

③　広報や各種会議での議論の喚起：省内会議等
を通じて取組を発信し，自治体や民間企業の自
発的な取組を促す

④　業種横断的な好事例の横展開：女性活躍等の
好事例を業界の垣根を越えて共有し，施策の選
択肢を広げる
また，「若手・中堅女性職員による懇談会」及

び「地方運輸局長による座談会」にてそれぞれ取
りまとめたアイデア集の現状等の点検をすること
とした。

8 月には第 2 回推進本部を開催し，ジェンダー
主流化において必要な視点を 3 つに整理した。

まずは，「利用者の視点」である。
商品やサービスには，提供者側と利用者側が存

在する。利用者の視点とは，利用者がサービスや
商品を享受する際に，一方のジェンダーに偏った
利益が生じていないか，または不利益を受けてい
ないかを点検し，その結果を政策や事業に反映さ
せることを指す。

次に，サービスや商品の提供者となる「担い手
の視点」も重要である。

先ほど女性の就業者比率が低いという問題があ
ることを述べたが，女性の働きづらさが原因の一
つとすれば，ジェンダー目線を通して環境を変え
ることが改善につながると期待できる。

最後は「社会・経済の視点」（図－ 4）である。
2024 年の OECD の調査 1）によれば，労働時間

におけるジェンダーギャップが，日本は調査対象
国の中で最も大きいという結果が出た。日本は，
国際的に見て女性に比べ男性が多く働いており，
女性活躍を推進することで，GDP 向上を含め社
会・経済の活性化も期待できる。

さらに，この 3 つの視点については，それぞれ
が独立したものではなく連動していると考えられ
る。さらに，国土交通分野は，まちや交通は相互
に深く関係しており，利用者と担い手の両方の視
点を持ち，かつ分野横断的に目標を定め取り組む
ことが重要である。

そのほかにも，第 1 回推進本部で行っていくこ
ととした 4 点についても現状を共有し，来夏まで
の国土交通省におけるジェンダー主流化の取組を
整理することとした。

具体的に，この取組とは，国土交通ジェンダー
ネットワークの立ち上げおよび国土交通省の行動
方針（仮称）策定の 2 点である。この 2 点につい
ては，次項以降にて説明していく。

図－ 4　社会・経済の視点
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4.　�国土交通ジェンダーネットワーク�
会議

「国土交通ジェンダーネットワーク会議」とは，
ジェンダー主流化の取組を国土交通省のみならず
国土交通分野の民間企業・団体にまで広く普及さ
せ，ジェンダー目線のサービス提供や，ジェンダ
ーが偏らない就労環境の推進等を目的に，立ち上
げを検討した。

そして，10 月には不動産，建設，公園，上下
水道，道路，住宅，鉄道，バス，タクシー，自動
車整備，港湾，海運，航空，観光等の幅広い分野
より民間企業の方にメンバーに加わっていただ
き，国土交通ジェンダーネットワーク会議を設置
したところである。同会議には，民間企業のほか
に，3 名のアドバイザー，総合政策局長をトップ
とするジェンダー主流化推進室員をメンバーに加
えて設置している（写真－ 2）。

2. で紹介したとおり，国土交通分野において
は女性の就業者比率は低い水準にあるが，改善さ
せていく上で，民間企業の方の協力は不可欠であ
る。

また，業種横断的に民間企業の方が加わること
で多くの好事例を参加者が互いに持ち帰ることが
できる。アドバイザーの専門的な話を聞いたり，
アドバイザーに悩みを相談したりすることも可能
なため，ジェンダー施策を進めていく上で存在す
る課題解決の一助となると見込まれる。

なお，本取組について，一過性のものとなるこ
とがないように，今後も 1 年に 3 〜 4 回開催して
続けることで，息の長い取組とする予定である。

5.　国土交通省の行動方針（仮称）

国土交通省では，今後ジェンダー主流化の取組
を推進していくにあたって，国土交通省独自のジ
ェンダー平等に関する行動方針を策定することと
している。スケジュールとしては，令和 8 年 6 月
に策定する方針である。

当該行動方針では，3. で紹介したジェンダー
主流化の視点から国土交通省各分野にて取り組む
ことが可能な施策を登録して実践していくことを
想定している。

さらに，「国土交通ジェンダーネットワーク会
議」で出てきた案も参考にしながら反映させるこ
とを想定しており，以後は本計画に基づいてジェ
ンダー主流化の取組を推進していく予定である。

6.　おわりに

国土交通分野におけるジェンダー主流化の取組
については，始まったばかりである。ジェンダー
主流化という言葉・概念そのものがまだ一般には
浸透しておらず，何を目的とするのか，なぜやら
なければいけないのか，どんなことをすればいい
のかと問われることも多い。そのため，まずは行
政・民間等の国土交通に携わる人々の理解を得な
がら国土交通省としての行動方針を明確にし，次
のステップに進めていく。

最終的には，ジェンダー主流化という取組が世
間一般に広く浸透し，あらゆる取組がジェンダー

目線で検討されることを目標とするが，ま
ずは行動方針を策定し，今後の施策につな
げていきたい。

写真－ 2　参加者集合写真

1）�　OECD「Gender Mainstreaming in OECD 
Economic Surveys」2024 年
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